


（ 1） 農林中金アカデミー

連動する通信教育講座の内容や各種規定（統一版等）に基づき解答してください。

［問１］　最近の住宅ローン業界に関する次の記述のうち，適切でないものを１つ選
びなさい。

（１）　金融機関が異業種と提携し，その企業が保有する顧客を取り込み，金融サー
ビス部門へ送客することを期待する営業手法をクロスセルという。

（２）　インターネットの普及により，金融機関にとっては対面型の店舗を減らし人
員を削減することができるため大幅なコストダウンが可能となった。

（３）　インターネットの普及により，顧客が自らローンシミュレーションによって
返済額の計算を行い，インターネット上でローン商品を選択し，店頭に足を運
ぶことなく住宅ローンの申込みが可能になるまでになっている。

（４）　フィンテック企業が資金決済，送金，資金運用サポート，融資審査に至るま
でのサービスの提供を図ろうとしている。

（５）　ネット専業の金融機関も多数登場し，異業種からの参入も増えたことにより，
金利競争や付加価値競争が激化し，既存の金融機関は利益の確保が難しくなっ
てきている。

［問２］　民間金融機関の住宅ローン業務の特徴に関する次のａ～ｅの記述のうち，
適切なものはいくつあるか。（１）～（５）の中から１つ選びなさい。

ａ．住宅ローンは，利用者が最優先で返済する意識が高く，事業成績が返済に影響
する企業融資と比較して貸倒率が低い。

ｂ．住宅ローンは，住宅が数の上ではすでに充足されているとはいえ，質的にはま
だ改善の余地があり，中長期的にも安定的な資金供給先として期待できる。

ｃ．BIS 規制において，抵当権付住宅ローンはリスクウェイトが一般の企業融資よ
り低いため，融資することで自己資本比率を引き下げることができる。

ｄ．大企業を中心として，企業の資金調達手段が直接金融から間接金融にシフトし
たため，民間金融機関は企業融資から転換し住宅ローンに積極的に取り組むこ
ととなった。

ｅ．住宅ローンは，１件あたりの融資額が企業融資に比べ一般的に比較的少額であ
り，リスクが分散している。

（１）　１つ
（２）　２つ
（３）　３つ
（４）　４つ
（５）　５つ
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［問３］　住宅ローン申込時の書類に関する次の記述のうち，適切でないものを１つ
選びなさい。

（１）　個人情報の取扱いは極めて重要なので，「個人情報の取扱いについての同意
書」は住宅ローンの事前審査申込時に提出を受ける。

（２）　同性パートナーを連帯債務者，収入合算者および融資物件共有者として認め
る金融機関もある。

（３）　クレジットの毎月の請求書や他のローンの返済予定表を取り寄せて，毎月返
済額，残高，残存期間を確認する。

（４）　法人の役員などの場合，法人名義の借入金の保証を行っているかどうかや，
その内容を確認する。

（５）　犯罪収益移転防止法により，顧客との取引時確認として，申込人の氏名，住
居，生年月日，取引目的の４点の確認が義務付けられている。

［問４］　住宅ローンを融資する際に締結する各種契約に関する次の記述のうち，適
切でないものを１つ選びなさい。

（１）　金銭消費貸借契約を電子契約で行う場合，印鑑証明書に代わるものとして
「電子証明書」を使用する。

（２）　金銭消費貸借契約を電子契約で行う場合，契印・割印に代わるものとして
「タイムスタンプ」を使用する。

（３）　金銭消費貸借契約を電子契約で行う場合，電子契約は印紙税法上の課税文書
に当たらないため収入印紙は不要である。

（４）　抵当権設定契約に基づいて，抵当権者が抵当権を実行した後に残債務がある
場合は，債務者は直ちに返済する義務があり，余剰が生じた場合は債務者にそ
の余剰金が返還される。

（５）　住宅ローンの金銭消費貸借契約証書は要物契約であるが，通常融資日を待た
ずに前もって契約書に調印した日を契約日としている。
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［問５］　住宅ローンの保証委託契約に関する次の記述のうち，適切でないものを１
つ選びなさい。

（１）　保証会社は，通常，借入者が６カ月以上延滞した場合に代位弁済を行う。
（２）　代位弁済が行われるとその後借入者は保証会社に対して返済義務を負う。
（３）　保証会社の保証を受けるために必要になる保証料は，借入当初に一括で支払

う方法と，ローン金利に上乗せし借入期間に分割して支払う方法がある。
（４）　住宅金融支援機構では住宅融資保険を取り扱っており，借入者が返済に行き

詰まった場合に，保険金が支払われ，住宅金融支援機構が保険代位によって住
宅ローン債権を取得する。

（５）　住宅金融支援機構が取り扱う住宅融資保険は，「フラット 35（買取型）」，「フ
ラット 35 つなぎ融資型」や，子会社に保証会社を有していない中小金融機関
の融資などで利用されている。

［問６］　住宅金融支援機構の財形住宅融資の融資条件に関する次の記述のうち，適
切でないものを１つ選びなさい。

（１）　住宅金融支援機構の団体信用生命保険（新機構団信）に任意で加入でき，加入
した場合の特約料は金利に含めて支払う。

（２）　金利は，５年固定金利期間選択型である。
（３）　直近２年以内に財形貯蓄の積立てを行っていることが申込資格の１つである。
（４）　融資限度額は，財形貯蓄残高の 10 倍（最高 4,000 万円）または住宅取得価額

の 90％のいずれか低い額となっている。
（５）　借入申込日現在 70 歳未満で，かつ財形貯蓄を１年以上継続し，申込時点で

50 万円以上の残高を有していることが申込資格の１つである。

［問７］　民間住宅ローンに関する次の記述のうち，適切でないものを１つ選びなさ
い。

（１）　返済期間最長 50 年というローン商品も登場している。
（２）　変動金利型と固定金利型を組み合わせて借り入れる「ミックス型」は，低金

利を享受しながら金利リスクを緩和するひとつの選択肢である。
（３）　提携ローンは，一般的に金利や融資条件が優遇されていて，手続きも定型化

されて利便性が高いので，住宅ローン選びのアドバイスをする際は，顧客には
提携ローンの利用を勧めるのがよい。

（４）　住宅ローン選びのアドバイスをする際は，非提携ローンには利用者がニーズ
に合った商品を自由に選べるメリットがあるが，自ら必要書類を揃え，借入れ
条件等を金融機関と折衝しなければならないというデメリットがある点に留意
する。

（５）　変動金利型住宅ローンにおいて，いわゆる「５年ルール」や「 125％ルー
ル」を採用しない商品がある。
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［問８］　住宅金融支援機構の「リ・バース 60」に関する次の記述のうち，適切で
ないものを１つ選びなさい。

（１）　「リ・バース 60 」では，利用者が死亡した場合でも配偶者等の連帯債務者が
いる場合はその全員が死亡するまで一括返済を猶予し，居住を認める取扱いを
する金融機関が一般的である。

（２）　「リ・バース 60 」では，回収金に不足があった場合でも，推定相続人が残債
務を支払う必要がないノンリコースローン型も採用している。

（３）　「リ・バース 60 」は，子世帯が居住する住宅の取得資金に利用することがで
きる。

（４）　「リ・バース 60 」は，住宅ローンの借換えに利用することができる。
（５）　「リ・バース 60 」の申込者が満 50 歳以上満 60 歳未満の場合の借入金額は，

住宅および土地の担保評価額の 40％までで，さらに 8,000 万円以下で所要資金
以内となっている。

［問９］　フラット 35の商品概要等に関する次の記述のうち，適切でないものを１
つ選びなさい。

（１）　建築確認日が 1981（昭和 56 ）年６月１日以後である既存住宅は，耐震性に
かかわらずフラット 35 の対象物件となる。

（２）　住宅の床面積は，一戸建ての場合 70 ㎡以上，共同住宅は 40 ㎡以上が対象と
なる。

（３）　融資金額の 40％以内であれば，ボーナス返済を併用できる。
（４）　融資実行時点の金利が適用される。
（５）　親子リレー返済を利用する場合，申込者の年齢は 70 歳以上であってもよい。
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［問 10］　フラット 35 に関する次のａ～ｅの記述のうち，適切でないものはいく
つあるか。（１）～（５）の中から１つ選びなさい。

ａ．フラット 35（買取型）では，融資率が 90％を超える場合，より慎重な審査が行
われるとともに，90％を超えた部分にはより高い金利が適用される。

ｂ．夫婦それぞれが【フラット 35 】を借り入れる「ペアローン」はない。
ｃ．フラット 35（買取型）は，住宅金融支援機構の団体信用生命保険（新機構団信）
に加入しない場合，金利は団信付き金利から 0.2％低い金利が適用される。

ｄ．【フラット 35 】Ｓ（ZEH）は，フラット 35 の金利から，借入当初５年間 0.25％
の引下げを受けることができる。

ｅ．すべての新築住宅で「断熱等性能等級４以上かつ一次エネルギー消費量等級４
以上」を満たす必要がある。

（１）　１つ
（２）　２つ
（３）　３つ
（４）　４つ
（５）　５つ

［問 11］　【リ・バース 60 】耐震改修利子補給制度に関する次のａ～ｅの記述のう
ち，適切なものはいくつあるか。（１）～（５）の中から１つ選びなさい。

ａ．制度の対象となるのは，地方公共団体から本制度の利用対象証明書の交付を受
けた者に対するリフォーム融資である。

ｂ．耐震改修工事の他，併せて実施するリフォーム工事費用にも利用できる。
ｃ．融資限度額は 1,000 万円である。
ｄ．申込時の年齢が 70 歳代の場合，本制度の利用期間中の利子分すべてが補給対
象となる。

ｅ．対象となる地方公共団体が耐震改修補助制度を設けていることが条件となる。
（１）　１つ
（２）　２つ
（３）　３つ
（４）　４つ
（５）　５つ
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［問 12］　下の表は，Ａさん夫妻が収入合算のうえフラット 35で融資を受ける場
合の借入可能額を算定するプロセスを示したものである。次の前提条件で，
それぞれの項目を計算した借入可能額として適切なものを（１）～（５）の中か
ら選びなさい。なお計算途中は端数も含めて計算し，解答にあたっては万円
未満切捨てとすること。

＜前提条件＞
　　Ａさんの年収（税込）　　　400 万円妻の年収（税込） 220 万円
　　Ａさんの年齢　　　　　　30 歳妻の年齢 28 歳
　　物件価格　　　　　　　　5,000 万円
　　利率　　　　　　　　　　年 2.0％
　　返済期間　　　　　　　　35 年
　　返済方法　　　　　　　　元利均等返済
　　上記返済方法の場合の 100 万円あたりの毎月返済額 3,313 円
　　他の借入金の返済　　　　オートローン　　　月額 50,000 円

①　収入合算後の年収 万円
②　総返済負担率の上限（フラット 35 の融資条件） ％
③　Ａさん夫妻の総年間返済額の上限 万円
④　他の借入金を考慮したフラット 35 の年間返済額の上限 万円
⑤　フラット 35 の年間返済額の上限から算定した
　　フラット 35 の借入可能額の上限 万円

⑥　融資限度額　　　物件価格の○○％ 万円
⑦　借入可能額　　　⑤と⑥のうち少ない方の額 万円

（１）　5,000 万円
（２）　4.803 万円
（３）　4,500 万円
（４）　3,949 万円
（５）　3,018 万円
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［問 13］　住宅ローンの返済方法に関する次のａ～ｅの記述のうち，適切なものは
いくつあるか。（１）～（５）の中から選びなさい。

ａ．元金均等返済の変動金利型住宅ローンでは，「５年ルール」や「 125％ルール」
が適用される。

ｂ．元利均等返済は，返済当初は利息部分のウェイトが多く，返済が進むにつれて，
元金部分のウェイトが多くなる。

ｃ．元金均等返済は，元利均等返済に比べ借入可能額が多くなるというメリットが
ある。

ｄ．元利均等返済は，元金均等返済に比べ全期間の総支払額が少ないというメリッ
トがある。

ｅ．元利均等返済は，金利が変わらなければ毎回の支払額が一定なので，生活設計
が立てやすいというメリットがあり，住宅ローンにおいては最も一般的な返済
方法となっている。

（１）　１つ
（２）　２つ
（３）　３つ
（４）　４つ
（５）　５つ

［問 14］　住宅ローンの金利タイプに関する次の記述のうち，適切でないものを１
つ選びなさい。

（１）　元利均等返済の変動金利型で金利が急激に上昇し，未払利息が発生した場合，
未払利息から優先的に支払うことになっている。

（２）　固定金利型は，金利下降局面においては金利が高金利のまま固定されてしま
う。

（３）　固定金利期間選択型は，固定金利期間が終了した時点で金利が上がっていて
も，変動金利型のような返済額の増加率の上限はない。

（４）　固定金利期間選択型は，固定金利期間が終了したときに再び固定金利期間選
択型を選択する場合は，手数料が必要になる。

（５）　固定金利期間選択型は，一般的に固定金利期間中に変動金利への変更はでき
ない。
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［問 15］　住宅ローンの金利の決まり方に関する次の記述のうち，適切でないもの
を１つ選びなさい。

（１）　変動金利型の金利は，一般的に短期プライムレートを店頭表示金利としてい
るので，普段から短期プライムレートの動向を注視しておく必要がある。

（２）　固定金利型の金利は，新発 10 年物国債の利回りなどの市場金利を基準にして，
各金融機関が独自に決定する。

（３）　財形住宅融資の金利は，財形住宅債券と短期借入金の利率を基準にして１月，
４月，７月，10 月の３カ月ごとに見直され，融資申込時の金利が適用される。

（４）　固定金利期間選択型の固定金利期間の金利は，国債利回りや円金利スワップ
レートなどの市場金利を基準にして，各金融機関が独自に決定する。

（５）　フラット 35（買取型）の金利は，住宅金融支援機構の提示金利に取扱金融機
関が債権の管理・回収手数料などを加算して決定するので，金融機関により異
なる。

［問 16］　住宅ローンの金利動向の指標となる景気動向指数に関する次の組み合わ
せのうち，適切でないものを１つ選びなさい。

（１）　新設住宅着工床面積 ……先行系列
（２）　有効求人倍率（除学卒）……一致系列
（３）　新規求人数（除学卒）……先行系列
（４）　完全失業率（逆サイクル）……遅行系列
（５）　家計消費支出（勤労者世帯，名目）……一致系列

［問 17］　住宅を取得するときの諸費用に関する次の記述のうち，適切でないもの
を１つ選びなさい。

（１）　保証料の金利上乗せ方式では，一般的に保証料相当分として金利を年 0.2％
程度上乗せしている。

（２）　住宅ローンの保証料の金額は，審査結果によって異なる。
（３）　保証料の金額は，融資金額と返済期間により決まり，返済方法は特に関係し

ない。
（４）　所有権移転登記，所有権保存登記，住宅ローンの抵当権設定登記にかかる報

酬は司法書士に支払う。
（５）　住宅ローンの事務手数料の定率型とは，例えば融資金額の 2.2％とするなど

融資金額に一定率を乗じた金額とする方式である。
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［問 18］　住宅取得後に必要となる諸費用に関する次の記述のうち，適切でないも
のを１つ選びなさい。

（１）　金融機関では，住宅ローンの利用者向けに住宅ローン専用火災保険を取り
扱っており，特に保険料が割安となっているので，住宅ローンを借りる金融機
関で加入することが義務付けられている。

（２）　一戸建ての場合，躯体や外壁，屋根の補修の他に，外構部分のメンテナンス
費用も考慮する必要がある。

（３）　分譲マンションの修繕積立金の積立方式には，段階増額積立方式と均等積立
方式があり，段階増額積立方式では，将来の負担が大きくなることがある。

（４）　分譲マンションの修繕積立金は，大規模修繕工事の際に不足するケースも多
く，積立金額の引上げや不足分を臨時徴収するなどの対策が必要になることが
あるため，購入時に注意する必要がある。

（５）　分譲マンションの機械式駐車場は，メンテナンス費用や交換費用が高額にな
ることが指摘されているので，それを考慮した修繕積立金額になっているか確
認が必要である。

［問 19］　住宅の登記に関する次の記述のうち，適切でないものを１つ選びなさい。
（１）　区分所有建物（分譲マンション）の「敷地権の割合」は，登記簿の「専有部分

の建物」の権利部甲区に記録されている。
（２）　区分所有建物（分譲マンション）の「敷地権の目的である土地の表示」は，登

記簿の一棟の建物の表題部に記録されている。
（３）　「表示に関する登記」は，不動産の所在地や面積などの物理的状況を公示す

るもので，「表題部」に登記され，登記官の職権で行うことができる。
（４）　「権利に関する登記」は，不動産の所有権や抵当権，賃借権などの権利変動

を記録するもので，当事者の申請または官庁などの嘱託によって行うことを原
則としている。

（５）　登記簿の権利部乙区には，抵当権など所有権以外の権利に関する登記事項が
記録されている。
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［問 20］　「住宅の品質確保の促進等に関する法律（品確法）」に関する次のａ～ｅ
の記述のうち，適切なものはいくつあるか。（１）～（５）の中から１つ選びな
さい。

ａ．建設業者や売主である宅建業者は，請負契約や売買契約を締結した場合，柱や
屋根など基本構造部分について，引渡しの日から 10 年間の瑕疵担保責任を負
うが，契約に特約を付ければ，瑕疵担保責任が 20 年まで延長可能である。

ｂ．品確法による瑕疵担保責任は，将来その住宅を既存住宅として取得した人につ
いても適用され，新築住宅当時の請負人や売主に対して，品確法の規定をもっ
て責任を追及することができる。

ｃ．「住宅性能表示制度」は新築住宅を対象としており，既存住宅は対象外である。
ｄ．10 年間の瑕疵担保責任の履行を担保するために，「住宅瑕疵担保履行法」では，
建設業者や宅建業者に一定の保証金の供託か保険への加入を義務付けている。

ｅ．住宅性能評価書を添付して住宅の契約をすれば，その住宅性能が契約内容とし
て保証される。

（１）　１つ
（２）　２つ
（３）　３つ
（４）　４つ
（５）　５つ

［問 21］　住宅ローンにかかる担保物件の価格評価に関する次の記述のうち，適切
でないものを１つ選びなさい。

（１）　原価法とは，現時点でその不動産を作るのにかかる再調達原価を計算し，経
年等による減価修正を行って算出する方式である。

（２）　収益還元法とは，その不動産が将来どのくらい収益を生み出すかを予測し，
その予想収益を還元利回りで割り戻して元本としての不動産の価格を求める方
式である。

（３）　取引事例比較法とは，市場における取引事例をもとに，立地条件，取引の事
情などの修正を加えて算出する方式である。

（４）　不動産鑑定評価基準では，建物の維持管理状況によって評価が変わらないよ
うに配慮している。

（５）　一戸建て住宅の土地の評価は，一般的には公示価格などの公的評価額と取引
事例比較法による評価額を参考に実施する。
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［問 22］　団体信用生命保険（団信）に関する次の記述のうち，適切でないものを１
つ選びなさい。

（１）　借換えの場合，借換え前に加入していた団信は利用できず，借換え先で改め
て団信に加入することになる。

（２）　団信の告知書に事実を記入しなかった場合は，保障開始日から２年以内は，
告知義務違反として契約が解除され，保険金が支払われないことがある。

（３）　住宅金融支援機構の団信（新機構団信）の「デュエット」に加入した場合の団
信特約料は，団信付き金利に 0.2％上乗せして支払う。

（４）　新機構団信に加えて新３大疾病付機構団信に加入した場合の団信特約料は，
団信付き金利に 0.24％上乗せして支払う。

（５）　新機構団信は，身体障がい者手帳の交付や介護認定等の公的制度と関連付け
ているため，保険金の支払い基準がわかりやすい。

［問 23］　住宅にかかる火災保険および地震保険に関する次の記述のうち，適切で
ないものを１つ選びなさい。

（１）　火災保険契約において，保険金だけで同等程度の建物を再取得したり復旧に
必要な修理費を賄うためには，建物の評価額を再調達価額の契約にする。

（２）　火災保険では，地震・津波によって発生した火災については原則として保険
金が支払われない。

（３）　地震保険は，１回の地震で支払われる保険金総額に上限があるため，その金
額を超える場合は，受け取る保険金が減額されることがある。

（４）　地震保険は，地震保険料控除制度により，所得税は最高５万円まで所得控除
できるが，住民税からは所得控除できない。

（５）　住宅性能表示制度の耐震等級が付けられた住宅において，耐震等級２の場合，
地震保険料は 30％割引される。
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［問 24］　住宅ローン借入申込人の信用度の審査に関する次の記述のうち，適切な
ものを１つ選びなさい。

（１）　個人信用情報機関の「全国銀行個人信用情報センター」が提供を始めた「ク
レジット・ガイダンス」は，消費者の信用状況を指数化したもので，誰でも自
分の信用スコアを入手できる。

（２）　借入申込人にアパート収入や配当収入などその他の収入がある場合は，それ
らの収入も返済原資となり得るので，返済負担率の算出において，それらの収
入を安定収入とみなして本業収入に合算しなければならない。

（３）　契約社員や派遣社員の場合も，前年の源泉徴収票を収入証明として審査すれ
ばよい。

（４）　多くの金融機関では，カードローンは，借入残高がなければ返済負担率の算
定上は無視している。

（５）　借入申込人にかかる信用度の審査で，最も重要なチェックポイントは収入の
把握と安定性であり，住宅ローン審査において，金融機関が最も重視している
のは返済負担率である。

［問 25］　住宅ローンの担保の審査において，留意しなければならない点について
述べた次の記述のうち，適切でないものを１つ選びなさい。

（１）　不動産登記には公信力がないので，登記上の所有者が真実の所有者（売主）と
は限らないため，住宅ローンの担保物件審査では特に注意が必要である。

（２）　敷地の前面道路が幅員４ｍ未満の場合（２項道路の場合），道路中心線から両
側にそれぞれ２ｍ後退（セットバック）した線が道路境界線とみなされ，建ぺい
率や容積率の計算上，後退した部分は敷地面積に含まない。

（３）　用途地域が工業専用地域である土地には，住宅は建てられない。
（４）　敷地が異なる建ぺい率の地域にまたがっている場合は，面積按分により敷地

全体の建ぺい率を求める。
（５）　仮換地を担保徴求する場合の担保評価は，従前の土地の面積で評価する。
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［問 26］　住宅ローンにかかる顧客対応に関して，コンプライアンス上留意しなけ
ればならない点について述べた次のａ～ｅの記述のうち，適切なものはいく
つあるか。（１）～（５）の中から１つ選びなさい。

ａ．他の金融機関の住宅ローン商品と自社の商品を比較する場合，顧客から照会が
あれば，相手方金融機関名を明らかにしなければならない。

ｂ．判断力の低下した高齢者に対し，客観的にみて到底返済不可能なほどの住宅
ローンの借入れを勧誘し契約した場合は，顧客はこれを取り消すことができる。

ｃ．消費者契約法では，建築業者が「床下が腐っており修理しなければ家が倒壊す
る」と虚偽の説明をしてリフォームローンを借りさせた場合でも，ローン契約
自体について虚偽の説明をしていなければ，ローン契約を取り消すことはでき
ない。

ｄ．住宅ローンの広告を作成するにあたって，金利引下げを得るための取引条件の
記載がある場合は，そのすべての取引条件を記載しなければならない。

ｅ．変動金利型住宅ローンで「金利は５年ごとに見直すのでその間の金利リスクは
ありません」という担当者の説明を信じて，住宅ローンを契約した場合は，顧
客はその契約を取り消すことができる。

（１）　１つ
（２）　２つ
（３）　３つ
（４）　４つ
（５）　５つ

［問 27］　個人情報の取扱い上，注意しなければならない点に関する次の記述のう
ち，適切でないものを１つ選びなさい。

（１）　特定の個人を識別できないように加工し，復元できないようにしたものを
「匿名加工情報」として定義すれば，情報の自由な流通が可能となる。

（２）　個人情報取扱事業者にはトレーサビリティーの確保が義務付けられている。
（３）　住宅ローンの申込書類として，給与所得の源泉徴収票を使用する場合，個人

番号が記載されていたときは，個人番号部分を復元できない程度にマスキング
する等の工夫が必要である。

（４）　死亡した者の氏名，住所，生年月日等も個人情報に該当するため，慎重な取
扱いが求められる。

（５）　顧客の情報のうち，人種，信条，社会的身分，病歴，犯罪歴などは，要配慮
個人情報（機微情報）として，特に慎重な注意が必要である。
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［問 28］　住宅ローンにおける重要事項の説明に関する次のａ～ｅの記述のうち，
適切なものはいくつあるか。（１）～（５）の中から１つ選びなさい。

ａ．重要事項の説明は，顧客の知識，経験等に照らして十分理解できる説明，方法
で行わなければならない。

ｂ．変動金利型の金利リスクの説明にあたっては，元利均等返済において金利が急
激に上昇した場合，利息金額だけで毎月返済額をオーバーし，未払利息が発生
することがあることを説明し理解を得ておく必要がある。

ｃ．民間住宅ローンは，基本的に融資実行時の金利が適用されるので，申込時から
融資実行時までの間に金利が変動するリスクがあることを説明し理解を得てお
く必要がある。

ｄ．金利の予測については，担当者自らの見解を断定的に伝えた方がよい。
ｅ．固定金利期間選択型は，固定金利期間経過後は，特に申出をして手続きをしな
いと，自動的に変動金利型に移行し，金利リスクが発生することを説明し理解
を得ておく必要がある。

（１）　１つ
（２）　２つ
（３）　３つ
（４）　４つ
（５）　５つ
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［問 29］　住宅ローンを借りて住宅を購入する場合の適合性の原則やライフプラ
ン上の問題に関する次のａ～ｅの記述のうち，適切なものはいくつあるか。
（１）～（５）の中から１つ選びなさい。

ａ．顧客には，金融機関で定めた返済負担率によって計算した借入額を借入可能額
とみなして勧めるとよい。

ｂ．住宅ローンの計画が難しいとき，親からの生前贈与として「直系尊属からの住
宅取得等資金の贈与に係る非課税制度」を利用することはできるが，「相続時
精算課税制度」を利用することはできない。

ｃ．申込者の年齢によっては，返済期間が短くなり，毎月の返済額が家計の負担能
力を超えることがあるので，申込時の年齢を考慮して借入れを勧める必要があ
る。

ｄ．住宅の購入計画を進めるためには，最初に子どもの教育資金や老後資金を視野
に入れて，今後のライフプランを考え，キャッシュフロー分析を行ってみるこ
とが大切である。

ｅ．将来の金利変動リスクに備えるために，できるだけ多くの自己資金を投入して
借入金額を圧縮することは，有効な資金計画といえる。

（１）　１つ
（２）　２つ
（３）　３つ
（４）　４つ
（５）　５つ

［問 30］　住宅ローンの本人確認（取引時確認）と借入れ意思の確認に関する次の記
述のうち，適切でないものを１つ選びなさい。

（１）　本人確認記録は７年間の保存義務があるが，必要なくなったら廃棄するルー
ルを定める必要がある。

（２）　本人の意思による借入れであることを確認するため，契約書類等は金融機関
担当者の面前で署名するだけでなく，記入する内容についても本人自筆で作成
することが必要である。

（３）　ネットバンキングによる取引では，運転免許証などの身分証に加え現在の顔
写真を撮影し，セットをインターネットで送信することで，本人確認を完結で
きる。

（４）　顧客の本人特定事項とは，氏名，住居，生年月日の３項目である。
（５）　「犯罪収益移転防止法」では，金融機関を「特定事業者」に指定し，取引時

確認および確認記録の作成，確認記録の保存，疑わしい取引の届出を義務付け
ているが，宅地建物取引業者は「特定事業者」に指定されていない。
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［問 31］　不動産売買契約に関する次のａ～ｅの記述のうち，適切でないものはい
くつあるか。（１）～（５）の中から１つ選びなさい。

ａ．宅地建物取引業者の媒介で，800 万円以下の空き家の売買契約が成立した場合，
依頼者と合意すれば，売買価格にかかわらず媒介報酬額を 30 万円（税別）とす
ることができる。

ｂ．売主が宅地建物取引業者である場合，宅地建物取引業法によって引渡しから
10 年間は売主が担保責任を負う。

ｃ．買主が契約不適合を知ったときから１年以内に売主に通知すれば，代金減額請
求が認められる。

ｄ．買主が契約不適合を知ったときから１年以内に売主に通知すれば，損害賠償請
求が認められる。

ｅ．買主が契約不適合を知ったときから１年以内に売主に通知すれば，契約解除が
認められる。

（１）　１つ
（２）　２つ
（３）　３つ
（４）　４つ
（５）　５つ

［問 32］　住宅購入時の自己資金に関する次の記述のうち，適切なものを１つ選び
なさい。

（１）　将来教育費が必要になると予測される場合，手元に現金を残しておくために，
頭金が不要で諸費用まで融資してくれる住宅ローンの利用を勧めるとよい。

（２）　個人向け国債は，国債市場の動向次第で元本割れもあり得るので，住宅購入
のための自己資金準備の手段としてはふさわしくない。

（３）　財形住宅貯蓄の非課税限度額は，財形年金貯蓄と合わせて元利合計 550 万円
である。

（４）　自己資金を効率的に準備する方法として，リスク商品ではあるがリターンも
期待できる株式や投資信託がよい。

（５）　財形住宅融資の対象者になるには，55 歳未満の勤労者で，１年以上の積立
てをしている必要がある。



（ 17 ） 農林中金アカデミー

［問 33］　住宅取得資金計画に関する次の記述のうち，適切なものを１つ選びなさ
い。

（１）　「家計負担余力のチェック」の計算では，年間返済額，購入後の経常的年間
住居費と今後の年間貯蓄予定額を合算したものが，現在の年間家賃と年間貯蓄
額の合計額の範囲内に収まっていれば，当面の返済は可能と判断できる。

（２）　「キャッシュフロー分析」の結果，老後資金に不安があることが判明した場
合は，まず手元資金の運用先を高利回りの商品に変える必要がある。

（３）　返済負担率とは，年間返済額の手取り年収に占める割合のことをいい，一般
的に 20～25％以内に抑えるのが無理のない借り方とされている。

（４）　住宅ローンの借入可能額を検討する場合，「返済負担率のチェック」，「家計
負担余力のチェック」，「キャッシュフロー分析」の３つの手法のうちいずれか
を使って算定する。

（５）　住宅ローンの借入可能額を顧客にアドバイスする場合，最も重要なのは審査
上の借入可能額を把握することである。

［問 34］　住宅ローン商品の選択に関する次のアドバイスのうち，適切でないもの
を１つ選びなさい。

（１）　健康上の理由によって団体信用生命保険に加入できないため，フラット 35
を利用する場合でも，万一の場合に遺族が返済を引き継ぐ手立てを考えておく
必要があるとアドバイスした。

（２）　ローン返済支援保険は，病気などで収入が減った場合に３～５年間にわたり
保険金が支払われる保険である。

（３）　当面家計に余裕があるが，将来子どもの教育費などが増加する可能性がある
場合は，元金均等返済を選択するとよいとアドバイスした。

（４）　優遇金利のパターンには，全期間一定幅の優遇を行うものと，固定金利期間
中は大きな優遇を行い，期間経過後は優遇幅を抑えるものとの２種類があるが，
どちらが有利かは返済期間，金利水準，優遇幅等によって異なるとアドバイス
した。

（５）　住宅金融支援機構「住宅ローン利用者の実態調査（ 2024 年４月調査）」によ
ると，住宅ローン利用者が利用した金利タイプは，2020 年５月調査では変動
型が約 60％であったものが，2024 年４月調査でもほぼ横ばいであったと説明
した。
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［問 35］　住宅ローンの繰上返済に関する次のａ～ｅの記述のうち，適切なものは
いくつあるか。（１）～（５）の中から１つ選びなさい。

ａ．金利，残高，残存期間が異なる複数の住宅ローンがある場合は，金利が高い
ローンから繰上返済をすると，必ず利息軽減効果が最も高くなる。

ｂ．土地と建物の２本立てのローンがある場合に，住宅ローン控除の期間中に期間
短縮型で繰上返済をした結果，建物部分のローンの通算償還期間が 10 年未満
となってしまった場合は，以後，土地のローンのみ住宅ローン控除を受けるこ
とになる。

ｃ．一部繰上返済の方式には，「期間短縮型」と「返済額軽減型」があるが，「返済
額軽減型」の方が利息軽減効果が大きい。

ｄ．繰上返済の金額が多いほど，またその時期が早いほど利息軽減効果が大きいの
で，余裕資金がある場合はもちろんのこと，手元に少しでも資金があれば，こ
まめに繰上返済をするのがよい。

ｅ．繰上返済に充てる余裕資金を，住宅ローンの金利以上で運用できる人は，繰上
返済をするより手元で運用する方がメリットがある。

（１）　１つ
（２）　２つ
（３）　３つ
（４）　４つ
（５）　５つ

［問 36］　住宅ローンの借換えに関する次の記述のうち，適切でないものを１つ選
びなさい。

（１）　借換えによって将来の金利リスクを回避できるとしても，毎月の返済額が増
加する方法を，借換えの選択肢として提案することは避けた方がよい。

（２）　最近は，担保評価額が不足していても借換えに応じる金融機関もあるが，担
保価値を上回る借換えを勧める場合は，返済能力の審査を十分行う必要がある。

（３）　当面の返済負担を軽減するために変動金利型ローンへの借換えを希望する場
合は，毎月の返済額が減る場合でも，従来の返済が負担となった原因を確認し
慎重に対応するべきである。

（４）　固定金利の場合，「現在残高 1,000 万円以上・残存期間 10 年以上・借換えに
よる金利低下１％以上」であれば借換えのメリットがあるといわれているが，
個別にシミュレーションをして判断する必要がある。

（５）　借換えメリットの計算では，取扱手数料，保証料，抵当権設定にかかる登録
免許税，印紙代などの諸費用のほか，抵当権抹消登記に要する費用（登録免許
税・司法書士報酬）を考慮する必要がある。
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［問 37］　住宅ローンの条件変更に関する次のａ～ｅの記述のうち，適切なものは
いくつあるか。（１）～（５）の中から１つ選びなさい。

ａ．条件変更をするにあたっては，手数料は必要ない。
ｂ．返済期間の短縮の条件変更は，まとまった資金がない場合でも利息軽減効果を
得ることができる。

ｃ．条件変更で，ボーナス返済「あり」から「なし」への変更はできるが，その逆
はできない。

ｄ．条件変更は変更後の返済負担率など通常の融資申込み時と同様の審査を行うの
で，必ず承認されるものではない。

ｅ．条件変更では，約定返済日の変更はできない。
（１）　１つ
（２）　２つ
（３）　３つ
（４）　４つ
（５）　５つ

［問 38］　住宅ローンの返済が苦しくなったり，行き詰まったりしたときの対応に
関する次の記述のうち，適切でないものを１つ選びなさい。

（１）　競売の開始決定後，売却が実施され売却代金が納付された後であっても，債
務者が債務を弁済することで，保証会社が競売の取下げを了承すれば，債務者
は住宅を失うことはない。

（２）　個人版民事再生手続を申し立てる場合，住居を失うことなく再生を目指すこ
とができる。

（３）　任意売却による債務整理を検討する場合，他の抵当権者や利害関係人等の協
力が得られるか否かが不明であり，任意売却中に仮差押えが行われることもあ
り得る。

（４）　返済期間を延長して毎月の返済額を減らす場合，その分利息負担が増えるの
で，その後の将来のライフプランを考え慎重に対応する必要がある。

（５）　民間ローンにおいて，やむを得ない理由等により金融機関から特別に認めら
れたケースで，担保である自宅を賃貸にしてその賃料で住宅ローンを返済する
場合，賃貸契約は定期借家契約としておくのがよい。
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［問 39］　共働き夫婦が，住宅を取得するにあたって受けたアドバイスに関する次
の記述のうち，適切でないものを１つ選びなさい。

（１）　夫が債務者で，妻がその収入を合算して連帯保証人となって住宅ローンを借
りていた場合で，夫が死亡したとき，団体信用生命保険の保険金は，借入金残
高相当額が支払われ債務はなくなる。

（２）　夫が妻を連帯債務者として住宅ローンを借りた場合，夫婦ともに住宅ローン
控除を受けることができる。

（３）　ペアローンを借りて夫婦どちらか一方が死亡した場合，夫婦両方の借入金残
高相当額が支払われ債務がなくなる団体信用生命保険は，現在フラット 35 以
外にはない。

（４）　夫婦がそれぞれ住宅ローンを借りた場合（ペアローン）は，夫婦ともに住宅
ローン控除を受けることができる。

（５）　収入合算で妻が連帯保証人になった場合は，住宅ローン控除は借入者である
夫のみに適用される。

［問 40］　リフォームローンに関する次の記述のうち，適切でないものを１つ選び
なさい。

（１）　増改築（リフォーム）工事で住宅ローン控除の適用を受けようとする場合，増
改築等の額が 100 万円を超えていることが条件となる。

（２）　増改築（リフォーム）工事で住宅ローン控除の適用を受けようとする場合，増
改築等をした後の住宅の登記床面積が 50 ㎡以上（所得金額が 1,000 万円以下の
場合は 40 ㎡以上）であることが条件となる。

（３）　グリーンリフォームローンは，断熱性・省エネ性を高める省エネリフォーム
専用のローンで，住宅金融支援機構のフラット 35 と同様のしくみで民間金融
機関が融資した住宅ローン債権を証券化し，投資家に売却する商品である。

（４）　グリーンリフォームローンは，自ら居住する住宅のほか，セカンドハウスや
親族が居住する住宅も対象となる。

（５）　グリーンリフォームローンには，住宅内の一の区画を ZEH水準とする断熱
改修工事をした場合，金利の引下げを受けられる【グリーンリフォームロー
ン】Sがある。
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［問 41］　構造上の独立性と利用上の独立性を有した二世帯住宅の建設に関する次
のａ～ｅの記述のうち，適切でないものはいくつあるか。（１）～（５）の中か
ら１つ選びなさい。

ａ．建物の不動産取得税の評価において，新築住宅は一戸あたり 1,200 万円の評価
額の控除が受けられるが，二世帯住宅にすれば二戸分の控除を受けることがで
きる。

ｂ．土地の固定資産税の評価において，住宅一戸あたり 200 ㎡までの部分の評価基
準が，固定資産税評価額の６分の１に減額される特例があるが，二世帯住宅に
すれば二戸分につきこの適用が受けられる。

ｃ．建物の固定資産税の評価において，新築住宅の床面積 120 ㎡以下の部分につい
て，３年間固定資産税を２分の１とする特例があるが，二世帯住宅にすれば二
戸分につきこの適用が受けられる。

ｄ．相続税評価上，親名義の土地の上に完全分離型の二世帯住宅を建てて区分登記
をした場合，敷地全体に小規模宅地の評価減が適用される。

ｅ．親名義の土地の上に完全分離型の二世帯住宅を建てて区分登記をした場合，二
世帯ともに住宅ローン控除が受けられる。

（１）　１つ
（２）　２つ
（３）　３つ
（４）　４つ
（５）　５つ

［問 42］　「空き家に係る譲渡所得の特別控除の特例（被相続人の居住用財産にかか
る譲渡所得の特別控除）」に関する次の記述のうち，適切でないものを１つ
選びなさい。

（１）　譲渡所得から控除されるのは，相続人１人あたり 3,000 万円（ただし，相続
人が３人以上いる場合は１人あたり 2,000 万円）までである。

（２）　母親が所有し１人で居住していた住宅で，母親が要介護認定を受けて老人
ホームに入所した後に発生した相続では，この特例を利用することができる。

（３）　母親が所有し１人で居住していた住宅に，母親の相続発生後に相続人が半年
間居住した後に譲渡した場合は，この特例を受けることができない。

（４）　この特例の対象となる住宅を，買主に譲渡し売買契約等に基づき買主が譲渡
の翌年の２月 15 日までに建物を解体した場合は，この特例を受けることがで
きない。

（５）　この特例を受けようとする場合，空き家の所在地の地方公共団体の長などが
確認した旨を証する書面を確定申告書に添付する必要がある。
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［問 43］　自営業者が店舗併用住宅を購入するための住宅ローンに関する次の記述
のうち，適切でないものを１つ選びなさい。

（１）　住宅の床面積の２分の１以上が自己居住用であれば，自己居住部分だけが住
宅ローン控除の対象となる。

（２）　フラット 35 を利用する場合，住宅部分と店舗部分を一体登記できることと
いう条件がある。

（３）　フラット 35 を利用する場合，住宅部分と店舗部分を建具などで区画してい
ることという条件がある。

（４）　新築住宅の床面積の４分の３以上が居住用であれば，住宅部分のみ固定資産
税の軽減措置を受けることができる。

（５）　民間住宅ローンの審査のために，直近３年分の確定申告書，納税証明書（そ
の１，その２），事業税納付証明書を提出する。

［問 44］　離婚に伴う住宅ローンの相談に関する次の記述のうち，適切でないもの
を１つ選びなさい。

（１）　物件が共有名義で夫婦それぞれが住宅ローンを借り入れている場合，妻の持
分を夫に負担付贈与で移すことが考えられるが，２人分の住宅ローンを夫が返
済する能力が必要になる。

（２）　物件が共有名義で妻が連帯債務者となって住宅ローンを借り入れている場合，
妻が持分を放棄する代わりに，夫から現金の財産分与を受け，夫にローンを肩
代わりしてもらうが，夫に返済能力が必要になる。

（３）　夫が妻に住宅を財産分与した場合で，分与時点の住宅の時価が取得価格を上
回っている場合は，夫に譲渡益が発生したとみなされ所得税と住民税が課され
る。

（４）　夫が妻に住宅を財産分与する場合，離婚前に居住用財産の 3,000 万円の特別
控除を利用して譲渡することができる。

（５）　離婚前に手続きを済ませれば，「婚姻期間 20 年以上の夫婦間贈与の特例（贈
与税の配偶者控除）」を利用することができる。
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［問 45］　住宅を購入したときの印紙税および登録免許税に関する次の記述のうち，
適切でないものを１つ選びなさい。

（１）　課税文書である契約書に印紙を貼付しなかった場合や消印しなかった場合で
も，契約の効力には影響しない。

（２）　2027 年３月 31 日までの間に作成される不動産売買契約書，工事請負契約書
については，印紙税の軽減措置が講じられている。

（３）　他の条件を満たしている場合，住宅部分の床面積が 50%以上であれば住宅
用家屋として登録免許税の軽減措置を受けることができる。

（４）　土地・建物の購入資金として借り入れた債務に係る抵当権設定登記の登録免
許税は，債務額全額が軽減税率の対象となる。

（５）　他の条件を満たしていれば，1982（昭和 57 ）年１月１日以降に新築された既
存住宅は，登録免許税の軽減措置を受けることができる。

［問 46］　住宅ローン控除を利用する要件に関する次の記述のうち，適切でないも
のを１つ選びなさい。

（１）　住宅ローン控除の借入限度額の上乗せが受けられる「子育て世帯・若者夫婦
世帯」とは，「 19 歳未満の子を有する世帯」または「夫婦のいずれかが 40 歳
未満の世帯」をいう。

（２）　新・増改築や取得の日から８カ月以内に居住の用に供し，その年の 12 月 31
日まで継続して居住の用に供していることという要件がある。

（３）　増改築工事に適用する場合，費用は 100 万円を超える必要がある。
（４）　既存住宅の場合，登記簿で 1982（昭和 57 ）年１月１日以降の新築が確認で

きることという要件がある。
（５）　所得税から控除しきれない控除額がある場合は，住民税からも課税総所得金

額の５％で最大 96,500 円まで控除することができる。
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［問 47］　住宅ローン控除に関する次のａ～ｅの記述のうち，適切でないものはい
くつあるか。（１）～（５）の中から１つ選びなさい。

ａ．「子育て世帯・若者夫婦世帯」が，長期優良住宅である既存住宅を取得し 2025
年中に入居した場合，合計最大控除額は 210 万円である。

ｂ．「子育て世帯・若者夫婦世帯」が，「その他の住宅」に該当する新築住宅を取得
し，2025 年に中に入居した場合，合計最大控除額は 182 万円である。

ｃ．「子育て世帯・若者夫婦世帯」が，省エネ基準適合住宅の新築住宅を取得し，
2025 年中に入居した場合，合計最大控除額は 364 万円である。

ｄ．「子育て世帯・若者夫婦世帯」が，長期優良住宅である新築住宅を取得し，
2025 年中に入居した場合，合計最大控除額は 455 万円である。

ｅ．「子育て世帯・若者夫婦世帯」が，ZEH水準省エネ住宅の新築住宅を取得し，
2025 年中に入居した場合，合計最大控除額は 409.5 万円である。

（１）　１つ
（２）　２つ
（３）　３つ
（４）　４つ
（５）　５つ

［問 48］　「居住用財産の 3,000 万円特別控除の特例」の要件に関する次の記述の
うち，適切でないものを１つ選びなさい。

（１）　家屋を取り壊した日から１年以内に譲渡契約をし，その住宅に住まなくなっ
た日から３年を経過する日の年の 12 月 31 日までに譲渡した場合は適用される。

（２）　この特例と「所有期間 10 年超の居住用財産を譲渡した場合の軽減税率の特
例」を併用することはできない。

（３）　譲渡する家屋のうち居住部分が 90％以上であれば，家屋全体にこの特例が
適用される。

（４）　前々年に「特定の居住用財産の買換え・交換の特例」を受けている場合は，
この特例を適用することはできない。

（５）　この特例を利用して自宅を売却し，住宅を買い換えた場合，買換え先の住宅
について住宅ローン控除を利用することはできない。
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［問 49］　贈与税に関する次の記述のうち，適切でないものを１つ選びなさい。
（１）　同じ課税価格の贈与を受けた場合，18 歳以上の者が直系尊属から贈与を受

けた場合とそれ以外の場合では，贈与税の税額が異なる。
（２）　「直系尊属からの住宅取得等資金の贈与に係る非課税措置」において，断熱

等性能等級４以上かつ一次エネルギー消費量等級５以上の省エネルギー性の高
い住宅用家屋の場合の非課税限度額は 1,000 万円である。

（３）　「直系尊属からの住宅取得等資金の贈与に係る非課税措置」において，耐震
等級２以上または免震建築物の耐震性の高い住宅用家屋の場合の非課税限度額
は 1,000 万円である。

（４）　贈与者の相続開始前７年以内の贈与財産は相続財産に加算するが，2026（令
和８）年 12 月 31 日までの贈与分について加算対象期間は相続開始前３年間と
されている。

（５）　贈与者の相続開始前７年以内の贈与財産は相続財産に加算するが，そのうち
３年超７年以内の贈与については総額 100 万円まで除外される。

［問 50］　「相続時精算課税制度」等に関する次のａ～ｅの記述のうち，適切なも
のはいくつあるか。（１）～（５）の中から１つ選びなさい。

ａ．贈与財産の合計額（累計額）のうち，2,500 万円を超える部分について，いった
ん一律 20％の贈与税が課せられる。

ｂ．「住宅取得等資金の贈与に係る相続時精算課税選択の特例」において，贈与者
は親または祖父母で年齢に制限はない。

ｃ．「相続時精算課税制度」の非課税限度額は，（ⅰ）累積で 2,500 万円と（ⅱ）受贈
者ごとに年間 110 万円の基礎控除である。

ｄ．「相続時精算課税制度」と「直系尊属からの住宅取得等資金の贈与に係る非課
税措置」は併用できる。

ｅ．「相続時精算課税制度」と，110 万円の贈与税の基礎控除（暦年贈与）は併用で
きる。

（１）　１つ
（２）　２つ
（３）　３つ
（４）　４つ
（５）　５つ






